
※　端数は四捨五入している。

日本郵政共済組合等
補助金

日本郵政共済組合、日本鉄道共済組合及びエヌ・ティ・
ティ企業年金基金の共済事務に要する費用の一部を補助

・日本郵政共済組合
・日本鉄道共済組合
・エヌ・ティ・ティ企業年金
　基金

　　　　　1.3 億円

基礎年金等日本郵政
共済組合等負担金

日本郵政共済組合、厚生労働省第二共済組合及び財務省
共済組合に係る基礎年金拠出金の２分の１に相当する額
及び日本郵政共済組合、厚生労働省第二共済組合、財務
省共済組合、日本鉄道共済組合、日本たばこ産業共済組
合並びにエヌ・ティ・ティ企業年金基金の長期給付に要
する費用の一部を負担

・日本郵政共済組合
・厚生労働省第二共済組合
・財務省共済組合
・日本鉄道共済組合
・日本たばこ産業共済組合
・エヌ・ティ・ティ企業年金
　基金

　　 　 779.4 億円

　うち年金給付費等　779.4億円

旧令共済組合年金等
交付金

旧陸海軍共済組合及び外地関係共済組合の年金受給者に
対する年金給付費、年金支給のための事務費、ガス対策
費等に要する費用に充てるため必要な金額を交付

・国家公務員共済組合連合会 　　　　  7.2 億円

   　うち年金給付費等 2.3億円

基礎年金等国家公務
員共済組合連合会職
員共済組合負担金

連合会職員共済組合に係る基礎年金拠出金の２分の１に
相当する額及び長期給付に要する費用の一部を負担

・国家公務員共済組合連合会
　職員共済組合

　　　　 35.9 億円

　 うち年金給付費等　35.9億円

国家公務員共済組合
連合会補助金

国家公務員共済組合連合会本部の事業運営に要する費用
及び特定健康診査等に係る費用の３分の１に相当する額
を補助

・国家公務員共済組合連合会 　　  　　 21 億円

国 家 公 務 員 共 済 組 合 連 合 会 等 助 成 費 の 概 要

費　目 　内　　容 交　付　先 令和５年度 予算額

合計 843．7 億円

うち年金給付費等 817.6億円


